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は じ め に 

 我が国における米中カドミウムの安全基準は，1970 年当

時厚生省に設置された微量重金属調査研究会からの報告 1)

（1970.7.24）を根拠に，食品衛生法により「玄米で 1.0 ppm
未満」との基準が設定されている 2)．一方，農林水産省で

は，前述の微量重金属調査研究会の報告書が厚生省に提出

された直後に「農林大臣談話」を発表し 3)，これを受けて

出された食糧庁長官通達 4,5)により，「米中のカドミウム濃

度が 0.4 ppm 以上 1.0 ppm 未満のものは，食品衛生上安全

とみられるが，米穀の需給事情及び消費者の感情を考慮し

て食用としては配給（売却）しない」との措置がとられ現

在に至っている． 

 また，東京都においては，1970 年当時，多摩地域の一部

でカドミウムによる土壌汚染問題が発生し，これを契機に

都内における産米で「0.4 ppm 以上」のものは，東京都で

買い上げるという措置が 1970 年 10 月29 日の緊急公害対

策会議において決定された 6)．その後，東京都では「カド

ミウム等汚染のおそれのある米穀の都内における流通を防

止すること」を目的として，1973 年度から都内搬入米中に

含まれるカドミウムの検査を実施している．その検査の一

部を当健康安全研究センターが担当している． 
 食品からのカドミウム摂取に関するリスク評価は，

FAO/WHO 合同食品添加物専門家委員会（JECFA）で行

われており，1972 年の第16 回会合において暫定耐容週間

摂取量（PTWI）を 0.4-0.5 mg/人（0.0067-0.0083 mg/kg 
bw）と評価 7)している．その後，1989 年の第 33 回会合及

び 2003 年の第 61 回会合においても再評価 8)が行われたが，

いずれの会合においても「修正すべき十分な証拠は見当た

らない」として，暫定耐容週間摂取量（ PTWI）7 μg/kg bw

が維持されている．食品中カドミウムの国際基準について

は，FAO/WHO 合同食品規格委員会（コーデックス委員会）

の下部機関である食品添加物・汚染物質部会（CCFAC）に

対して，1998 年にデンマークがディスカッションペーパを

提出して以後本格的な審議が行われはじめ，2003 年 3 月

の第 35 回 CCFAC における米の最大基準値案は「精米 0.2 

mg/kg」となっている 9)． 
 我が国においても，これら食品中カドミウムに関する国

際基準設定の動向に対応し，農林水産省が中心になり，農

作物等に含まれるカドミウムの実態調査を実施し，2002

年 11 月に JECFA にデータを提出している 10)． 
 1973 年度から 98 年度まで当研究センターで実施した検

査成績の概要については，既に伊藤ら 11)及び筆者ら 12)によ

り報告されている．本報では，前報以後の 1999 年度から

2002 年度までの4 年間の概要について報告する． 

 
試料及び方法 

１．試 料 
 1999年4月から2003年3月までに各産地から都内米穀

倉庫に搬入された玄米を，厚生省の通知 13)にしたがって毎

月サンプリングしたものを分析検体とし，そのうちの一定

量を試験に供した． 
２．試薬及び装置 

 試薬は，関東化学又は和光純薬製の有害金属測定用又は

原子吸光分析用及び特級試薬を用いた．原子吸光用金属標

準溶液は，関東化学製の市販 100 mg/L 濃度のものを希釈

して用いた． 
 原子吸光装置はバリアン SpectrAA-800，連続ヒ化水素

発生装置はバリアン VGA-77 を用いた． 
３．試験方法 

（１）試料の分解 
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 玄米 12.5 gを正確に量取り，硝酸（計約 70 ml）・硫酸

（4 ml）・過塩素酸（2 ml）を用いて加熱湿式分解した．

分解が終了した段階で，過酸化水素水（計 6 ml）を加え加

熱し，残っている硝酸を分解した．分解液を精製水を用い

て 25 ml に定容し，20 ml をカドミウム及び銅分析用試験

溶液（以下 Cd・Cu 用試験溶液），5 ml をヒ素分析用試験

溶液（以下 As 用試験溶液）とした． 

（２）カドミウム及び銅の定量 
 Cd・Cu 用試験溶液に 25％酒石酸ナトリウムカリウム溶

液 5 ml，飽和硫酸アンモニウム溶液 10 ml を加え，アンモ

ニア水を用いてpH 8.0～8.5 の範囲に調整した．これに1％
ジエチルジチオカルバミン酸ナトリウム（DDTC）溶液 5 

ml を加え，生成した錯体を 10 ml のメチルイソブチルケ

トン（MIBK）で抽出し，抽出液をフレーム原子吸光法に

より定量した． 
（３）ヒ素の定量 

 As 用試験溶液にブロムチモールブルー（BTB）指示液

を加え，アンモニア水を用いて pH を中性付近に調整した．

これに塩酸 4.5 ml を加え，次いでアスコルビン酸約 0.5 g
及び 10％（W/V）ヨウ化カリウム溶液 5 ml を加え，精製

水により全量を 50 ml とした．次いで，試験溶液とテトラ

ヒドロホウ酸ナトリウム溶液及び塩酸を連続水素化物発生

装置を用いて混合し，発生した水素化ヒ素を加熱石英セル

に導入し原子吸光法により定量した． 

 
結果及び考察 

１．カドミウム 

 試験成績を年度別に整理したものを表 1 に示した． 

 
表１．都内搬入米中のカドミウム濃度 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（１）平均値及び最小・最大値 

 1999年度から2002年度までの各年度の平均値を再平均

した値は，算術平均値 0.07 ppm ，幾何平均値 0.04 ppm，

中央値 0.05 ppm であった．最小値は 0.01 ppm 未満，最

大値は 1.26 ppm であった． 

（２）濃度別度数分布 
 1999 年度から 02 年度までの 4 年間全体で，0.10 ppm

以上の割合は 21.1％（前報 12）1981-98 年度 18 年間の成績 
18.5％），0.20 ppm 以上の割合は 4.1％（同 4.3％），0.30 

ppm 以上の割合は 0.7％（同 1.2％），0.40 ppm 以上の割

合は 0.2％（同 0.4％）であった． 
 農林水産省が行った実態調査（玄米 37,330 検体）10)に

おける濃度別度数分布は，0.10 ppm 以上が 16.9 ％，0.20 
ppm 以上が 3.3 ％，0.30 ppm 以上が 0.8 ％，0.40 ppm

以上が 0.4 ％であった．また，最小値は 0.01 ppm 未満，

最大値は 1.2 ppm であった． 

 東京都で行っている検査は，都内への搬入米で，産地は

主に中部，関東，東北，北海道地方である．検査の目的は，

東京都の安全基準（0.4 ppm 未満）を超える米の流通を防

止するための監視業務である．一方，農林水産省の調査は，

実態の把握を目的としており，全国の水田を対象に，作付

け面積 50 ヘクタール当たり 1 点の比率でサンプリングし

ている（1997 年及び 98 年産米）．両者の間は産地及び調

査の目的は同一ではないが，それぞれの米中カドミウムの

濃度分布は，ほぼ同様の分布状態を示している． 
（３）基準値を超えた検体及び超過率 
 東京都の基準値（0.4 ppm 未満）を超えた検体は，2001

年度に 2 検体（0.61，1.26 ppm），2002 年度に1 検体（0.40 
ppm）であった．超過率は，1999 年度から 02 年度までの

804 検体中 3 検体で0.37％（1981-98 年度の成績 0.37％）

になる． 

 食品衛生法に基づく基準値（1.0 ppm 未満）を超えた検

体は，2001 年度に1 検体（1.26 ppm）であった．超過率

は，0.12％になる． 
（４）経年的変化 

 基準超過率の時系列的な傾向を見るため，前報 12)の成績

を含めて 5 カ年移動平均を求めた（図 1）．その傾向は，検

査開始時における高い状態から 1982 年頃まで顕著に減少

し，その後しばらく低い状態が続き，1990 年頃を境に微増

し横這いの状態が続いている． 
 濃度別度数分布の経年的な傾向を見るため，前報 12)にお

いて 1981 年度を基点に一定年数毎に区切り（3 年，5 年，

5 年，5 年）その区分毎の度数分布率を求めた．これに 1999
年度から 02 年度までの 4 年間の度数分布率を求め，追加

したものを図 2 に示した． 
 図 2 において，0.01 ppm 以下の濃度域では，区分が新

しくなるにしたがい占める割合が減少している．一方，0.01
＜C≦0.05，0.05＜C≦0.10，0.10＜C≦0.15 の濃度域では

逆に増加傾向が認められる．このことは，相対的に汚染の

少ない地域（いわゆる「非汚染地域」「清浄地域」）におい
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図１．カドミウム基準値（0.4 ppm）超過出現率の推移（５カ年移動平均） 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
図２．都内搬入米中のカドミウム濃度度数分布（国産玄米、1981-2002） 

 
ても，大気降下物等によりカドミウムが徐々に土壌に蓄積

し，汚染が進行している可能性を示唆するものと考えた． 
２．銅 

 試験成績を年度別に整理したものを表 2 に示した． 
 米中に含有する銅の基準は，日本及び国際的にも定めら

れていない． 
（１）平均値及び最小・最大値 

 1999 年度から 02 年度までの各年度の平均値を再平均し

た値は，算術平均値 2.34 ppm ，幾何平均値 2.24 ppm，

中央値 2.37 ppm であった．最小値は0.62 ppm，最大値は

4.30 ppm であった． 
（２）濃度別度数分布 

 1999 年度から02 年度までの 4 年間全体では，3.0 ppm
以上の割合は 14.7％（前報 12）1981-98 年度 18 年間の成績 

19.5％），4.0 ppm 以上の割合は 0.2％（同 2.0％），5.0 ppm
以上の割合は 0.0％（同 0.3％）であった． 

 
 

表２．都内搬入米中の銅濃度 
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図３．都内搬入米中の銅濃度度数分布（国産玄米、1981-2002） 
 
（３）経年的変化 
 1981 年度から 02 年度までの 22 年間を，カドミウムと

同様に1981年度を起点に一定年度毎に区切り（3年，5年，

5 年，5 年，5 年，4 年），その区分毎の度数分布率を求め

たものを図 3 に示した．濃度区分により全体に占める割合

が，上昇傾向にあるもの（C≦1.0 ppm，1.0＜C≦1.5），減

少傾向にあるもの（2.0＜C≦2.5）も見受けられるが，カド

ミウムほど明確な傾向は認められなかった． 

３．ヒ素 
 試験成績を年度別に整理したものを表 3 に示した． 
 米中に含有するヒ素の基準は，日本及び国際的にも定め

られていない． 

 
表３．都内搬入米中のヒ素濃度 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

（１）平均値及び最小・最大値 
 1999 年度から 02 年度までの各年度の平均値を再平均し

た値は，算術平均値 0.17 ppm ，幾何平均値 0.15 ppm，

中央値 0.15 ppm であった．最小値は0.02 ppm，最大値は

0.62 ppm であった． 
（２）濃度別度数分布 

 1999 年度から02 年度までの 4 年間全体では，0.20 ppm
以上の割合は 25.4％（前報 12）1981-98 年度 18 年間の成績 

20.7％），0.30 ppm 以上の割合は6.5％（同 6.2％），0.4 ppm
以上の割合は 1.5％（同 2.0％）であった． 
（３）経年的変化 

 1981 年度から 02 年度までの 22 年間を，カドミウムと

同様に1981年度を起点に一定年度毎に区切り（3年，5年，

5 年，5 年，5 年，4 年），その区分毎の度数分布率を求め

たものを図 4 に示した．濃度区分により全体に占める割合

が，上昇傾向にあるもの（0.15＜C≦0.20 ），減少傾向に

あるもの（C≦0.05 ppm，0.05＜C≦0.10）も見受けられ

るが，カドミウムほど明確な傾向は認められなかった． 

 
ま と め 

（１）カドミウム 

 1999 年度から 02 年度までの各年度の平均値を再平均し

た値は，算術平均値 0.07 ppm ，幾何平均値 0.04 ppm，

中央値 0.05 ppm であった．最小値は 0.01 ppm 未満，最

大値は 1.26 ppm であった． 
 カドミウム濃度の度数分布率は，0.1 ppm以上が21.1％，

0.2 ppm 以上が 4.1％，0.3 ppm 以上が0.7％，0.4 ppm 以

上が 0.2％であった． 

 1999 年度から02 年度までの都内搬入米（804 検体）で，

東京都の米中カドミウムの基準（0.4 ppm 未満）に適合し

なかったものは 3 検体，食品衛生法に基づく基準（ 1.0 ppm
未満）に適合しなかったものは 1 検体であった． 

 東京都の基準（0.4 ppm 未満）に適合しない検体の出現

率は，1970 年代の検査開始時における高い状態から 1982
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図４．都内搬入米中のヒ素濃度度数分布（国産玄米、1981-2002） 

 
年頃まで顕著に減少し，その後しばらく低い状態が続き，

1990 年頃を境に微増し横這いの状態が続いている． 
（２）銅 

 1999 年度から 02 年度までの各年度の平均値を再平均し

た値は，算術平均値 2.34 ppm ，幾何平均値 2.24 ppm，

中央値 2.37 ppm であった．最小値は0.62 ppm，最大値は

4.30 ppm であった． 

 銅濃度の度数分布率は，3.0 ppm 以上の割合が 14.7％，

4.0 ppm 以上の割合が 0.2％，5.0 ppm 以上の割合が 0.0％
であった． 

（３）ヒ素 
 1999 年度から 02 年度までの各年度の平均値を再平均し

た値は，算術平均値 0.17 ppm ，幾何平均値 0.15 ppm，

中央値 0.15 ppm であった．最小値は0.02 ppm，最大値は

0.62 ppm であった． 
 ヒ素濃度の度数分布は，0.20 ppm以上の割合が25.4％，

0.30 ppm以上の割合が6.5％，0.4 ppm以上の割合が1.5％
であった． 
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（本調査の概要は，日本環境学会第 28 回研究発表会 2002
年 6 月で発表した．） 
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